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日本政策金融公庫（略称：日本公庫）総合研究所は、中小企業における事業承継問題の実態を明らかにするために「中小企業の事業承継に関する

インターネット調査」を実施しました。この調査は、中小企業経営者の 2 人に 1 人が自分の代で廃業を予定している実態を明らかにし、多方面で引用さ

れた 2015 年の調査の最新版です。2 時点比較を行えるよう、前回の調査結果も併記しました。 

＜主な調査結果＞ 

 

 

 

＜調査の要領＞ ・調査時点：2019 年 10 月 

・調査方法：インターネットによるアンケート

*本調査の詳細につきましては、こちらをご覧ください

＜お問い合わせ先＞ 

日本政策金融公庫 総合研究所 小企業研究第一グループ TEL 03-3270-1687（担当：山崎、深沼） 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-9-4 大手町ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｼﾃｨ ﾉｰｽﾀﾜｰ 

ニュースリリース

１ 中小企業のうち後継者が決定している企業は 12.5％にとどまり、52.6％が廃業を予定（本文 4、5 ページ） 

中小企業の事業承継の見通しをみると、後継者が決まっており後継者本人も承諾している「決定企業」は 12.5％にとどまり、後継者が決まって

いない「未定企業」が 22.0％、「廃業予定企業」が 52.6％、「時期尚早企業」が 12.9％となった。「廃業予定企業」の割合は、2015 年調査の 50.0％

と比べてわずかながら上昇した。「廃業予定企業」は、従業者数「1～4 人」の企業が 83.3％を占め、ほかの類型よりも規模が小さい傾向にある。 

２ 後継者候補は子どもである割合が依然高いものの、親族外の割合も上昇（本文 9、10 ページ） 

後継者候補を「長男」とする割合が「決定企業」で 45.2％、後継者候補がいる「未定企業」で 36.4％となっているなど、依然として子どもを後継者

候補とする割合が高い。ただ、2015 年調査と比べると割合は低下しており、親族以外を後継者候補とする割合が上昇している。 

３ そもそも誰かに継いでもらいたいと思っていない「廃業予定企業」が約 4 割（本文 11 ページ） 

「廃業予定企業」の廃業理由は、「そもそも誰かに継いでもらいたいと思っていない」が 43.2％と最も高い割合となった。その理由としては「経営

者個人の感性・個性が欠かせない事業だから」といった、経営者の属人的な資源や能力に関連するものが多く挙げられている。 

４ 事業承継支援に一定のニーズ（本文 13 ページ） 

外部機関や専門家などから支援を受けたいかどうかを尋ねたところ、事業承継に向けた経営状況・経営課題の把握について「将来支援を受け

たい」との回答が、「決定企業」で 16.4％、「未定企業」で 19.1％あった。 

・調査対象：全国の中小企業

・有効回答数：4,759 件

中小企業のうち後継者が決定している企業は 12.5％、廃業を予定している企業は 52.6％ 

～「中小企業の事業承継に関するインターネット調査（2019 年調査）」結果の概要～ 

https://www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/sme_findings200124.pdf

